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【将来の見通しの記述について】
このレポートに記載されている株式会社マンダムの現在の計画、戦略、確信などのうち、過去の事実以外のものは株式会社マンダムの将来の業績に関する
見通しの記述であり、現在入手可能な情報に基づく経営陣の仮定と確信に基づくものであります。これらの将来見通しの記述は、既に知られているリスク、
知られていないリスクや不確かさ、その他の要因などを含み、株式会社マンダムの実際の経営成績、業績などはこのレポートに記載した見通しとは大きく
異なる結果となる可能性があります。記載金額は単位未満を切り捨てております。

対象組織
株式会社マンダムおよびその国内外の連結子会社・持分法適用関連会社を「マンダムグループ」と表記しています。
※ 詳細はP.60 「マンダムグループ会社」をご参照ください。

対象期間
2017年度（2018年3月期）
▶マンダム、日本国内グループ会社：2017年4月1日～2018年3月31日　▶海外グループ会社：2017年1月1日～2017年12月31日
※ 発行時点での最新の情報も可能な限り記載しました。

参考にしたガイドライン
● 国際統合報告評議会（IIRC）「国際統合報告フレームワーク」　● 経済産業省「価値協創ガイダンス」
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